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JAS 規格においても、JIS 規格とは全く一緒

というわけではありませんが、標準的な意味合

いで使用されている規格も多くあると思って

います。 

そのような中、今年、大幅な JAS制度の改正

が行われました。その概要を見ると、いろいろ

な役割に応じた規格が制定可能となるように

改正されていると感じます。いわゆる標準とし

て使用する規格ではなく、利用する人にとって

ビジネスチャンスが生まれることを意識した

規格を制定できる改正になっています。 

これまではどちらかというと、官主導で改正

等が行われてきたとのイメージが強くありま

すが、今後はあくまでも民主導で JAS規格の新

規制定及び改正を行うことを目指しているこ

とが特徴です。つまり、規格を使う事業者が自

ら規格の案を作成する、あるいは改正案を提示

することが求められています。 

また、近年求められている「輸出」を意識し、

海外展開に役立つ規格についても、農林水産省

は力を注いでいることがわかります。 

輸出という意味では、既存の規格の中でも有

機 JAS 規格がその役割を発揮している部分が

大いにあります。 

有機食品は、ヨーロッパやアメリカなどでは

日本より高値で取引されており、なおかつ現在

ヨーロッパやアメリカからは有機同等性が認

められていて、ヨーロッパやアメリカの有機認

証を取得しなくても JAS 有機を取得していれ

ば、有機として認められることから、日本の有

機茶葉などが高値で輸出されていると聞いて

います。 

さらに、これまでは JAS規格そのものが「消

費者の選択」を前面に謳っていた傾向がありま

すが、新しい制度の考え方としては、BtoB に

力点を置いていることが感じ取れます。 

現在の JAS規格においても、消費者の目に触

れることはほとんどない集成材や合板、CLTな

ど林産関係の規格や植物性たん白や異性化液

糖など明らかに業者間の取引に使用されてい

る規格がありますが、このように、取引の際に

相手が品物を実際に確認しなくても、安心して

購入できるような規格があれば、売買もよりス

ムーズに進むことが考えられます。 

 

2 今後の JAS協会の運営について 
 

以上述べてきたような状況から、JAS協会と

してもこれまで行ってきた既存の JAS の普及

啓発にとどまらず、新しい JAS制度の考え方に

ついて会員企業等に、より理解をしていただき、

各業界の発展を見据えた新しい JAS 規格案の

作成や規格の見直しなどのお手伝いができる

ようにしていきたいと思います。 

そのため、団体会員、登録認定機関の会員（新

JAS法では登録認証機関）を対象に行っている

連絡協議会も食品関係や林産関係、有機関係な

どに分けた、きめ細かな会議の開催を図ってい

きたいと考えています。 

また、新たな JAS 規格に対応した登録認証機

関の立ち上げをお考えの方からのご相談にも

積極的に対応し、新しい JAS 規格がスムーズに

発展することに少しでもお役に立てるように

農林水産省や FAMIC との連携を密にしたいと

思います。 

なお、JAS協会がこれまで行ってきた啓発・

普及についても、より一歩踏み込んだ形をとり、

JAS製品そのもの以上に、認証の技術的基準に

適合しており、毎年監査を受けている JAS認証

事業者があらゆる方面から信頼を得られるよ

うな PR活動を目指したいと思います。 

より一層会員各位からのご意見をお伺いす

る機会を増やし、微力ながら JAS制度の発展に

全力を尽くしたいと思いますので、どうぞよろ

しくお願いします。 
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1 はじめに 

 

消費者が、健康維持を考えて栄養を食品か

ら摂取しようとすれば、通常の食品に加えて

「保険機能性食品」を選択することができる。

ここで、「保健機能食品」の三種類の制度（特

定保健用食品・栄養機能食品・機能性表示食

品）のそれぞれの特徴を生かしながら日常生

活に取り入れるために、まずは内容の理解が

必要である。また、スーパーマーケットやコ

ンビニエンスストアのバイヤーも、店頭で他

商品との差別化のためにこの制度による機能

性を表示することを推奨している。今回は、

これらの制度で構成される食品市場で最も注

目をあびている「機能性表示食品」について、

商品開発と登録の状況及び市場の状況につい

て説明する。 

 

2 「保健機能食品」の経緯 

 

機能性が表示できる食品である「保健機能

食品」には、次の三種類がある。 

(1)「特定保健用食品（トクホ）」が誕生した

のは、1991年である。食品に「効能･効果」的

な文言（機能性）を書くことができるのが特

徴である。当時の厚生省（現在は消費者庁）

が許可している。具体的な表示・表現例とし

ては「血糖値が気になる方に適しています」

等が可能である。 

(2)「栄養機能食品」が誕生したのは、2001年

である。ビタミンやミネラルを一定量（上限値

以下・下限値以上）含む食品が分類される。所

轄官庁への届出が不要であるが、商品へ栄養成

分の機能を表示することが可能である。 

(3)「機能性表示食品」が誕生したのは、2015

年 4 月 1 日である。機能性表示食品は、経済

再生の突破口として規制改革に関する答申が

2013 年 6 月 5 日の規制改革会議で提案され

た。その創生理由としては、一般健康食品の

機能性表示を可能とする仕組みの整備や、国

民の健康に長生きしたいとの意識の高まりに

対応することである。 

保健機能食品である「特定保健用食品」は、

許可を受けるための手続の負担として費用が

高額であり、さらに承認までの期間が長く中

小企業には活用しにくいといわれている。ま

た、「栄養機能食品」はビタミン・ミネラル等

に対象成分が限られており「特定保健用食品」

同様、中小企業には活用しにくいとされてい

る。これらの状況を突破するとの意味もあり、

業 界 の動 向 
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一定以上の機能性成分を含むことが科学的に

確認された農林水産物も含め、新たに「機能

性表示食品」制度が創設された。 

 

3 「機能性表示食品」制度の特徴 

 

(1)疾病に罹患していない方（未成年者、妊産

婦（妊娠を計画している方を含む）及び授乳

婦を除く）を対象にした食品である。 

 

図１機能性表示食品制度の目的 

 

(2)生鮮食品を含め、すべての食品（一部除く）

が対象となっている。  

(3)安全性及び機能性の根拠に関する情報、健

康被害の情報収集体制など必要な事項が、商

品の販売前に、事業者より消費者庁長官に届

け出られる。  

(4)特定保健用食品とは異なり、国が安全性と

機能性の審査を行っていない。 

(5)届け出られた情報は消費者庁のウェブサ

イトで公開される。 

 

4 ｢機能性食品｣と｢機能性表示食品｣ 

 

ところで、「機能性食品」と「機能性表示食

品」とは、混同されやすいが、次のように説明

される。機能性食品は、食品の三次機能である

「生体調節機能」を充分に効率よく発現するよ

うに設計された食品（国立健康･栄養研究所安

全情報ネット)であり、一方、「機能性表示食品」

は、事業者の責任で、科学的根拠を基に商品パ

ッケージに機能性を表示するものとして、消費

者庁に届出された食品（消費者庁発行小冊子）

である。すなわち、｢機能性食品｣を消費者庁に

届け出て､受理されれば｢機能性表示食品｣であ

り、届出をせず、あるいは届出が受理されてい

なければ単に｢機能性食品｣といえる。 

 

5 機能性表示食品の安全性と機能性

の確保 

 

 機能性表示食品の安全性や機能性はどのよ

うに確保されているのであろうか。事業者が、

国の定めた一定のルールに基づき安全性や機

能性に関する評価を行うとともに、生産・製

造、品質の管理の体制、健康被害の情報収集

体制を整え、商品の販売日の 60日前までに消

費者庁長官に届け出る。届出された内容は、

消費者庁のウェブサイトで公開される。一方、

消費者はウェブサイトで商品の安全性や機能

性がどのように確保されているのかなどの、

商品情報を販売前に確認できる。これらの一

連の作業は、消費者庁が中心に行っており、

販売後の監視も同様に行う。 

 

6 機能性表示食品の製造と受託加工 

 

 機能性表示食品の製造において、剤型がサプ

リメントのタイプでは、90%以上を健康食品受

託企業が製造を請け負っているといわれる。サ

プリメントは、従来型の健康食品であり既存の

工場が効率よく対応していると推察される。一

方、サプリメント以外の加工食品では、約 50％

が委託加工されている。これは、製品の剤型が

多岐にわたるので、従来以外の設備を保有する

工場が無い場合があり、自社による新規設備の

導入が必要となる場合が多いことが原因と推

察される。 
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7 生鮮食品の機能性表示食品として

の届出 

 

 機能性表示食品制度の目玉ともいうべき生

鮮食品の届出は、全体の比率からすればいまだ

約 1%であるが、今後の拡大が期待されている。

最初（2015年 8月）に届出されたのは、「三ヶ

日みかん」（三ヶ日町農業協同組合）で、機能

性関与成分はβクリプトキサンチンである。そ

の後、大豆もやし等の機能性関与成分として大

豆イソフラボン（株式会社サラダコスモ、太子

食品工業株式会社）が続いた。さらに、みかん

で「西浦みかん」（南駿農業協同組合）や広島

みかん（広島県果実農業組合）が同じくβクリ

プトキサンチンを関与成分として届出された。

その他の成分としてコメ糠由来（東京フーズリ

クエスト株式会社）の GABA（γアミノ酪酸）が

届出（2017年 10月）されている。 

 

8 「機能性表示食品」の市場動向 

 

(1)機能性表示食品の届出状況 

 公表件数は、1,249 件（参考：特定保健用食

品 1,079 件）であり、そのうち①サプリメン

ト形状の加工食品が 582 件（47%）、②その他

の加工食品が 655件（52%）、③生鮮食品が 12

件（1%）である（2018 年 2月 19日現在）。公

表件数は、従来の特定保健用食品を超える対

象食品数となっており、その内で従来のサプ

リメント形状とその他の加工食品が、半分を

占めている。ここで注目されるのは、機能性

表示食品の新たな対象食品として、僅か 1％

であるが生鮮食品が届出され、制度の有効性

が実証されつつあるといえる。（消費者庁ホー

ムページ） 

(2)消費者が関心をもつ機能性表示食品の機能 

 消費者が、機能性表示食品に関心を持つこと

で、商品の購買につながるが、対象となる機能

についての調査がされた。結果は、内臓脂肪対

策（24%）、中性脂肪対策（24%）、コレステロー

ル対策（18%）、体脂肪対策（16%）のように、

約 8 割が体内の脂肪を減少させる対策が占め

ている。また、最近は、記憶力の維持（11%）

や睡眠改善（10％）が注目されている。

 

図２ 機能性表示食品として関心のある機能 
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 ここで、最も関心の強い「脂肪」についての

表示は「内臓脂肪をはじめとした体脂肪を減

らす機能がある」、「血中の中性脂肪を減らす

機能がある」等のように表示されるが、これ

らの関与成分としては、酢酸、甘草由来グラ

ブリジン、EPA・DHA、葛の花由来イソフラポ

ン、難消化性デキストリン等が対象とされて

いる。 

 一方、最近の関心成分として「認知機能」で

は、「認知機能の一部である記憶（知覚認識し

た物事の想起）をサポートする機能がある。」

等があり、その機能性関与成分としては「イ

チョウ葉フラボノイド配糖体」、「イチョウ葉

テルペンラクトン」、「DHA」等がある。 

 

(3)機能性素材の届出の傾向 

 商品構成の機能性素材の配合される傾向と

して、難消化性デキストリンが約 14％と最も

多く、次に GABA、DHA・EPA、ヒアルロン酸、

ビフィズス菌等が主要な届出素材で 44%を占

めている。これらも、サプリメント型の素材

である。 

 

9 機能性表示食品の最新トピックス 

（平成 30 年 3 月 28 日） 

 

消費者庁では、機能性表示食品の届出等に

関するガイドラインの第 3 次改正等として、

機能性表示食品制度の運用の課題への対応、

対象成分の拡大及び消費者への情報提供の観

点から、「機能性表示食品の届出等に関するガ

イドライン」及び「機能性表示食品に関する

質疑応答集」の一部を改正した。その内容は、

①届出資料の簡素化、②届出確認の迅速化、

③生鮮食品の特徴を踏まえた取扱い、④対象

となる機能性関与成分の拡大、⑤分析方法を

示す資料の開示、⑥事業者による届出後の販

売状況の届出である。（消費者庁 News 

Release 消費者庁食品表示企画課） 

 

10 むすび 

 

 機能性表示食品について現状の報告と市場

の動向についての概要を述べた。食品業界に

おける商品開発として、機能性を表示できる

ことは、他社商品との差別化に重要なことで

ある。また、スーパーマーケット、コンビニエ

ンスストアのバイヤー等から求められるのが

現状である。従来の特定保健用食品や栄養機

能食品の存在に対して、その両制度を補完す

る存在である機能性表示食品が、市場全体の

牽引役を引き受けている状況である。今後も、

食品業界で存在感のある商品群を展開するこ

とと推察される。 
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